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奈良市報告第１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　令和６年度奈良市一般会計補正予算（第８号）

＝ 1＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　令和６年１２月２６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

１　令和６年度奈良市一般会計補正予算（第８号）

＝ 2＝



	 令和６年度奈良市一般会計
	 補正予算（第８号）

　令和６年度奈良市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，６５２，０００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６８，２８２，６９３千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（繰越明許費）

第２条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第２表　繰越明許費」による。

＝ 3＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

第２表　繰越明許費

款 項 補正前の額 補　正　額 計

16． 国 庫 支 出 金 37,207,609 1,652,000 38,859,609

４． 国 庫 交 付 金 10,917,442 1,652,000 12,569,442

歳 入 合 計 166,630,693 1,652,000 168,282,693

款 項 補正前の額 補　正　額 計

３． 民 生 費 77,343,295 1,652,000 78,995,295

１． 社 会 福 祉 費 37,306,066 1,652,000 38,958,066

歳 出 合 計 166,630,693 1,652,000 168,282,693

款 項 事 業 名 金　額

３． 民 生 費 1,566,770

１． 社 会 福 祉 費 低所得者支援・定額減税補足
給 付 金 事 業 経 費 1,566,770

合 計 1,566,770

千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

＝ 4＝
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奈良市報告第２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 10 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年３月８日午前１１時３０分頃、奈良市角振町地内において発生した、市道上の

平板舗装の段差により、歩行していた相手方が転倒し負傷した事故について、和解により

次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　３３４，５４４円

＝ 11 ＝



奈良市報告第３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 12 ＝ ＝ 13 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年８月２６日午後２時２５分頃、奈良市西大寺本町地内において発生した、本市

業務に使用した奈良市社会福祉協議会所有の軽自動車と相手方の普通自動車が接触した事

故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　８２，８００円

＝ 13 ＝



奈良市報告第４号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 14 ＝ ＝ 15 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年８月２９日午後５時頃、奈良市杏町地内において発生した、市道の穴ぼこによ

り、走行していた相手方の軽自動車のタイヤが損傷した事故について、和解により次のと

おり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　５，０１５円

＝ 15 ＝



奈良市報告第５号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 16 ＝ ＝ 17 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年９月１８日午前１１時５０分頃、奈良市環境清美工場内において発生した、本

市のごみクレーンが相手方所有の塵芥車に接触した事故について、和解により次のとおり

損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１０２，８７２円

＝ 17 ＝



奈良市報告第６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 18 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月１６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年９月２４日午前８時１４分頃、奈良市疋田町四丁目地内において発生した、本

市の公用車が相手方の普通自動車と接触した事故について、和解により次のとおり損害賠

償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　６３，７５０円

＝ 19 ＝



奈良市報告第７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 20 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月２８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年８月８日午前１０時頃、奈良市八条二丁目地内において、草刈り作業中の飛び

石により、相手方の保育園の窓ガラスを損傷させた事故について、和解により次のとおり

損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１１７，４３１円

＝ 21 ＝



奈良市報告第８号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 22 ＝ ＝ 23 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年１月３０日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年５月１６日午前８時３１分頃、奈良市大安寺西一丁目地内において、枯損した

本市管理の樹木の枝が落下し走行していた相手方の普通自動車を損傷させた事故について、

和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１０７，７８９円

＝ 23 ＝



奈良市報告第９号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 24 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和７年２月５日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和６年１２月３１日午前１１時頃、奈良市古市町地内において、本市が管理する土地

に放置されていた防草シート固定用のピンの上に相手方のサッカーボールが落下し、破損

した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　８，８００円

＝ 25 ＝



奈良市議案第１号

	 令和６年度奈良市一般会計
	 補正予算（第９号）

　令和６年度奈良市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２，６５３，５５２千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７０，９３６，２４５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表　繰越明許費補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第３条　債務負担行為の廃止は、「第３表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第４条　地方債の変更は、「第４表　地方債補正」による。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

12． 地 方 交 付 税 22,240,000 1,181,919 23,421,919

１． 地 方 交 付 税 22,240,000 1,181,919 23,421,919

14． 分担金及び負担金 806,902 2,240 809,142

１． 分 担 金 3,950 2,240 6,190

16． 国 庫 支 出 金 38,859,609 425,661 39,285,270

１． 国 庫 負 担 金 21,996,024 375,661 22,371,685

４． 国 庫 交 付 金 12,569,442 50,000 12,619,442

17． 県 支 出 金 11,591,241 215,756 11,806,997

１． 県 負 担 金 7,001,892 213,756 7,215,648

２． 県 補 助 金 2,272,591 2,000 2,274,591

19． 寄 附 金 1,357,780 50,500 1,408,280

１． 寄 附 金 1,357,780 50,500 1,408,280

20． 繰 入 金 2,721,191 424,176 3,145,367

１． 特別会計繰入金 158,642 19,000 177,642

２． 基 金 繰 入 金 2,562,549 405,176 2,967,725

23． 市 債 15,681,500 353,300 16,034,800

１． 市 債 15,681,500 353,300 16,034,800

歳 入 合 計 168,282,693 2,653,552 170,936,245

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

１． 議 会 費 648,780 3,200 651,980

１． 議 会 費 648,780 3,200 651,980

２． 総 務 費 18,834,188 △ 31,429 18,802,759

１． 総 務 管 理 費 12,452,844 △ 173,144 12,279,700

２． 企 画 費 3,298,933 103,208 3,402,141

３． 徴 税 費 1,649,462 38,197 1,687,659

４． 戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 1,071,597 △ 240 1,071,357

５． 選 挙 費 248,091 △ 2,150 245,941

６． 統 計 調 査 費 33,595 1,200 34,795

７． 監 査 委 員 費 79,666 1,500 81,166

３． 民 生 費 78,995,295 1,592,565 80,587,860

１． 社 会 福 祉 費 38,958,066 1,419,073 40,377,139

２． 児 童 福 祉 費 26,395,453 157,536 26,552,989

３． 生 活 保 護 費 13,380,814 15,300 13,396,114

４． 国民年金事務費 260,962 656 261,618

４． 衛 生 費 14,657,317 45,396 14,702,713

１． 保 健 衛 生 費 5,457,524 △ 1,200 5,456,324

２． 保 健 所 費 880,274 △ 5,230 875,044

３． 清 掃 費 8,069,433 51,826 8,121,259

５． 労 働 費 104,139 440 104,579

１． 労 働 諸 費 104,139 440 104,579

６． 農 林 水 産 業 費 846,318 22,217 868,535

１． 農 林 費 846,318 22,217 868,535

千円 千円 千円

　歳　出
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

７． 商 工 費 1,469,115 4,341 1,473,456

１． 商 工 費 1,469,115 4,341 1,473,456

８． 観 光 費 1,036,345 47,300 1,083,645

１． 観 光 費 1,036,345 47,300 1,083,645

９． 土 木 費 13,297,281 347,345 13,644,626

１． 土 木 管 理 費 185,395 440 185,835

２． 道 路 橋 梁 費 6,351,653 12,230 6,363,883

３． 河 川 費 393,260 1,100 394,360

４． 都 市 計 画 費 4,924,365 333,307 5,257,672

６． 住 宅 費 557,673 268 557,941

10． 消 防 費 5,538,062 107,400 5,645,462

１． 消 防 費 5,538,062 107,400 5,645,462

11． 教 育 費 14,074,312 △ 56,854 14,017,458

１． 教 育 総 務 費 4,120,310 △ 50,728 4,069,582

２． 小 学 校 費 2,360,213 △ 8,550 2,351,663

３． 中 学 校 費 1,362,133 △ 1,300 1,360,833

４． 高 等 学 校 費 996,607 △ 18,471 978,136

５． 幼 稚 園 費 665,288 2,150 667,438

６． 社 会 教 育 費 1,713,160 19,995 1,733,155

７． 保 健 体 育 費 2,856,601 50 2,856,651

14． 諸 支 出 金 506,015 571,631 1,077,646

３． 減 債 基 金 1,000 571,631 572,631

歳 出 合 計 168,282,693 2,653,552 170,936,245

千円 千円 千円
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款 項 事　　　業　　　名 金　　額

２． 総 務 費 946,487

１． 総 務 管 理 費 水 利 権 等 補 償 経 費 3,691

自 治 会 等 活 動 推 進 経 費 14,000

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 41,000

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 253,282

２． 企 画 費 万 博 連 携 事 業 経 費 9,450

エ ネ ル ギ ー 政 策 経 費 340,093

防 災 対 策 経 費 103,000

文 化 振 興 施 設 整 備 事 業 128,500

３． 徴 税 費 賦 課 事 務 経 費 53,471

３． 民 生 費 272,754

１． 社 会 福 祉 費 環 境 改 善 施 設 整 備 事 業 23,300

２． 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 222,200

認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 27,254

４． 衛 生 費 1,353,394

１． 保 健 衛 生 費 出 産 ・ 子 育 て 応 援 経 費 1,540

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 122,000

３． 清 掃 費 清 掃 施 設 整 備 事 業 1,229,854

６． 農 林 水 産 業 費 82,094

１． 農 林 費 人 ・ 農 地 問 題 解 決 推 進 経 費 5,590

土 地 基 盤 整 備 事 業 58,767

元 気 な 森 林 づ く り 経 費 17,737

第２表　繰越明許費補正

　１．追加分

千円
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款 項 事　　　業　　　名 金　　額

８． 観 光 費 96,736

１． 観 光 費 針 テ ラ ス 運 営 管 理 経 費 22,410

観 光 施 設 整 備 事 業 74,326

９． 土 木 費 3,936,406

２． 道 路 橋 梁 費 定 期 点 検 経 費 35,450

街 路 灯 管 理 経 費 27,400

道 路 橋 梁 維 持 補 修 経 費 5,000

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 1,549,351

３． 河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業 76,831

４． 都 市 計 画 費 バリアフリー基本構想策定経費 14,351

街 路 事 業 916,682

ＪＲ奈良駅付近連続立体交差事業 687,841

公 園 維 持 補 修 経 費 3,500

公 園 事 業 556,000

６． 住 宅 費 住 宅 管 理 経 費 20,000

公 営 住 宅 整 備 事 業 44,000

10． 消 防 費 190,025

１． 消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業 190,025

11． 教 育 費 1,864,872

１． 教 育 総 務 費 特 別 支 援 教 育 推 進 経 費 1,846

中 高 一 貫 校 施 設 整 備 事 業 599,700

２． 小 学 校 費 施 設 保 守 管 理 経 費 3,900

小 学 校 施 設 整 備 事 業 659,180

３． 中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 326,807

千円
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款 項 事　　　業　　　名 金　　額

４． 高 等 学 校 費 高 等 学 校 運 営 管 理 経 費 24,800

６． 社 会 教 育 費 指 定 文 化 財 補 助 経 費 21,583

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 119,400

文 化 財 整 備 事 業 57,573

７． 保 健 体 育 費 学 校 給 食 事 務 経 費 50,083

14． 諸 支 出 金 11,073

１． 地 元 公 共
事 業 基 金 地 元 公 共 事 業 基 金 経 費 11,073

合 計 8,753,841

第４表　地方債補正

　１．変更分

第３表　債務負担行為補正

　１．廃止分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補 　 正 　 前 補 　 正 　 後

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 706,100 732,700

土 地 基 盤 整 備 事 業 14,600 28,500

都 市 計 画 事 業 1,679,000 1,991,800

計 15,681,500 16,034,800

千円 千円

千円

事 項 期 間 限 度 額

総合税システム更改経費 令和６年度から
令和11年度まで 875,490

あやめ新橋架替工事現場技術業務委託 令和６年度から
令和８年度まで 50,000

あやめ新橋架替工事 令和６年度から
令和８年度まで 400,000

奈良市・生駒市消防指令センター消防指令
システム整備・運用保守委託

令和６年度から
令和13年度まで 2,272,000

千円
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奈良市議案第２号

	 令和６年度奈良市住宅新築資金等
	 貸付金特別会計補正予算（第１号）

　令和６年度奈良市の住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１９，０００千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２７，５００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

＝ 33 ＝



款 項 補正前の額 補　正　額 計

２． 繰 越 金 − 13,004 13,004

１． 繰 越 金 − 13,004 13,004

３． 諸 収 入 6,554 3,889 10,443

１． 雑 入 6,554 3,889 10,443

４． 財 産 収 入 − 2,107 2,107

１． 財産運用収入 − 2,107 2,107

歳 入 合 計 8,500 19,000 27,500

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　（注）「第２款 諸収入」を「第３款 諸収入」に改める。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２． 諸 支 出 金 − 19,000 19,000

１． 繰 出 金 − 19,000 19,000

歳 出 合 計 8,500 19,000 27,500
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奈良市議案第３号

	 令和６年度奈良市国民健康保険
	 特別会計補正予算（第２号）

　令和６年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１０３，０５５千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，９７６，６７２千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

１． 国民健康保険料 6,717,348 △ 27,928 6,689,420

１． 国民健康保険料 6,717,348 △ 27,928 6,689,420

３． 県 支 出 金 26,630,751 △ 453,263 26,177,488

１． 県 補 助 金 26,630,751 △ 453,263 26,177,488

５． 繰 入 金 2,452,687 584,246 3,036,933

１． 一般会計繰入金 2,452,687 584,246 3,036,933

歳 入 合 計 35,873,617 103,055 35,976,672

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

３． 事 業 費 納 付 金 8,635,601 103,055 8,738,656

１． 医療給付費事業費納 付 金 5,666,001 35,537 5,701,538

２． 後期高齢者支援金事業費納付金 2,238,451 67,315 2,305,766

３． 介護納付金事業費納 付 金 731,149 203 731,352

歳 出 合 計 35,873,617 103,055 35,976,672
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奈良市議案第 4 号

	 令和６年度奈良市土地区画整理事業
	 特別会計補正予算（第１号）

　令和６年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。

　（繰越明許費）

第１条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第１表　繰越明許費」による。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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款 項 事　　　業　　　名 金　　額

２．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

254,700

１．
ＪＲ奈良駅南
地区土地区画
整 理 事 業 費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 254,700

合 計 254,700

第１表　繰越明許費

千円
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奈良市議案第５号

	 令和６年度奈良市介護保険
	 特別会計補正予算（第２号）

　令和６年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８６８，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３７，７８６，７３５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和７年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

２． 国 庫 支 出 金 8,245,774 194,720 8,440,494

１． 国 庫 負 担 金 6,282,622 160,000 6,442,622

２． 国 庫 補 助 金 1,963,152 34,720 1,997,872

３． 支 払 基 金
交 付 金 9,582,817 234,360 9,817,177

１． 支 払 基 金
交 付 金 9,582,817 234,360 9,817,177

４． 県 支 出 金 5,019,279 122,100 5,141,379

１． 県 負 担 金 4,826,038 122,100 4,948,138

６． 繰 入 金 5,589,560 316,820 5,906,380

１． 一般会計繰入金 5,422,961 108,500 5,531,461

２． 基 金 繰 入 金 166,599 208,320 374,919

歳 入 合 計 36,918,735 868,000 37,786,735

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　

歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２． 保 険 給 付 費 34,180,500 868,000 35,048,500

１． 介護サービス等 諸 費 34,180,500 868,000 35,048,500

歳 出 合 計 36,918,735 868,000 37,786,735

＝ 40 ＝



＝ 41 ＝



＝ 42 ＝



区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

第
１

２
款

地
方

交
付

税
第

１
項

地
方

交
付

税

２
．

歳
入

地
方

交
付

税
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

計

第
1
2
款

地
方

交
付

税

＝ 43 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

４
款

分
担

金
及

び
負

担
金

第
１

項
分

担
金

農
林

水
産

業
費

分
担

金
土

地
基

盤
整

備
県

営
農

業
用

河
川

工
作

物
応

急
対

策
事

業
費

分
担

金
事

業
費

分
担

金

計

第
1
4
款

分
担

金
及

び
負

担
金

＝ 44 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

６
款

国
庫

支
出

金
第

１
項

国
庫

負
担

金

民
生

費
国

庫
負

担
金

障
害

者
福

祉
費

障
害

者
自

立
支

援
給

付
費

負
担

金
負

担
金

国
民

健
康

保
険

保
険

基
盤

安
定

負
担

金
会

計
繰

出
負

担
金

計

第
1
6
款

国
庫

支
出

金

＝ 45 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

６
款

国
庫

支
出

金
第

４
項

国
庫

交
付

金

総
務

費
国

庫
交

付
金

防
災

対
策

費
交

新
し

い
地

方
経

済
・

生
活

環
境

創
生

交
付

金
（

地
域

防
災

緊
急

整
備

付
金

型
）

計

第
1
6
款

国
庫

支
出

金

＝ 46 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

７
款

県
支

出
金

第
１

項
県

負
担

金

民
生

費
県

負
担

金
障

害
者

福
祉

費
障

害
者

自
立

支
援

給
付

費
負

担
金

負
担

金

国
民

健
康

保
険

保
険

基
盤

安
定

負
担

金
会

計
繰

出
負

担
金

計

第
1
7
款

県
支

出
金

＝ 47 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

７
款

県
支

出
金

第
２

項
県

補
助

金

農
林

水
産

業
費

県
補

助
土

地
基

盤
整

備
た

め
池

防
災

対
策

調
査

計
画

事
業

費
補

助
金

金
事

業
費

補
助

金

計

第
1
7
款

県
支

出
金

＝ 48 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
１

９
款

寄
附

金
第

１
項

寄
附

金

総
務

費
寄

附
金

ま
ち

・
ひ

と
・

ま
ち

・
ひ

と
・

し
ご

と
創

生
寄

附
金

し
ご

と
創

生
寄

附
金

計

第
1
9
款

寄
附

金

＝ 49 ＝



説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
２

０
款

繰
入

金
第

１
項

特
別

会
計

繰
入

金

住
宅

新
築
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債
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△
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0
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塵
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整

備
事

業
土

地
基

盤
整

備
特

定
財

源

報
酬

水
田

農
業

構
造

改
革

対
策

推
進

事
務

経
費

給
料

職
員

給
与

費
等

農
業

振
興

費
一

般
財

源

共
済

費
△

5
0
0

給
料

△
3
0
0

職
員

給
与

費
等

職
員

手
当

等

農
業

総
務

費
△
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△
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：
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光
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光
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梁
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△
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△
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Ｒ
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1
,
1
0
0

報
酬

職
員

給
与

費
等

△
5
5
,
6
0
0

教
育

委
員

会
会

計
年

度
任

用
職

員
経

費

教
育

総
務

費

（
単

位
：

千
円

）

教
育

委
員

会
費

△
4
7
,
6
3
6

△
4
7
,
6
3
6

一
般

財
源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

１
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節

＝ 79 ＝



　 　 第
1
1
款

教
育

費

△
8
,
5
5
0

一
般

財
源

計
△

8
,
5
5
0

特
定

財
源

共
済

費
△

1
,
3
0
0

職
員

手
当

等
△

1
,
2
5
0

給
料

△
2
,
8
0
0

職
員

給
与

費
等

備
事

業
費

小
学

校
施

設
整

△
5
,
3
5
0

△
5
,
3
5
0

一
般

財
源

共
済

費
△

1
,
5
0
0

職
員

手
当

等
△

2
0
0

給
料

△
1
,
5
0
0

職
員

給
与

費
等

小
学

校
費

（
単

位
：

千
円

）

小
学

校
管

理
費

△
3
,
2
0
0

△
3
,
2
0
0

一
般

財
源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

２
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 第
1
1
款

教
育

費

△
1
,
3
0
0

一
般

財
源

計
△

1
,
3
0
0

特
定

財
源

共
済

費
△

1
,
3
0
0

職
員

給
与

費
等

中
学

校
費

（
単

位
：

千
円

）

中
学

校
管

理
費

△
1
,
3
0
0

△
1
,
3
0
0

一
般

財
源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

３
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 第
1
1
款

教
育

費

△
1
8
,
4
7
1

一
般

財
源

計
△

1
8
,
4
7
1

特
定

財
源

共
済

費
△

1
0
,
5
0
0

職
員

手
当

等

給
料

△
9
,
0
0
0

校
費

高
等

学
校

運
営

管
理

経
費

報
酬

職
員

給
与

費
等

△
1
9
,
0
0
0

高
等

学
校

費

（
単

位
：

千
円

）

全
日

制
高

等
学

△
1
8
,
4
7
1

△
1
8
,
4
7
1

一
般

財
源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

４
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 第
1
1
款

教
育

費

一
般

財
源

計
特

定
財

源

共
済

費
△

1
,
0
0
0

職
員

手
当

等

給
料

職
員

給
与

費
等

幼
稚

園
費

（
単

位
：

千
円

）

幼
稚

園
費

一
般

財
源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

５
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 　 　 　 　 第
1
1
款

教
育

費

一
般

財
源

計
特

定
財

源

職
員

手
当

等

報
酬

史
料

保
存

館
管

理
経

費
営

費
史

料
保

存
館

運
一

般
財

源

報
酬

市
史

編
集

経
費

職
員

手
当

等

市
史

編
集

費
一

般
財

源

負
担

金
補

助
及

指
定

文
化

財
補

助
経

費
び

交
付

金
文

化
財

費
一

般
財

源

学
校

図
書

館
支

援
経

費
中

央
移

動
図

書
館

管
理

経
費

職
員

手
当

等
北

部
図

書
館

管
理

経
費

報
酬

中
央

図
書

館
管

理
経

費
西

部
図

書
館

管
理

経
費

図
書

館
費

一
般

財
源

報
酬

人
権

教
育

事
務

経
費

社
会

教
育

費

（
単

位
：

千
円

）

成
人

教
育

費
一

般
財

源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

６
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 第
1
1
款

教
育

費

特
定

財
源

一
般

財
源

計

職
員

手
当

等
△

1
,
4
5
0

給
料

職
員

給
与

費
等

保
健

体
育

費

（
単

位
：

千
円

）

学
校

給
食

費
一

般
財

源

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

第
１

１
款

教
育

費
第

７
項

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

節
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　 第
1
4
款

諸
支

出
金

一
般

財
源

計
特

定
財

源

減
債

基
金

経
費

（
単

位
：

千
円

）

減
債

基
金

一
般

財
源

積
立

金

第
１

４
款

諸
支

出
金

第
３

項
減

債
基

金

節

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計
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１
.会

計
年

度
任

用
職

員

（
1
）
総

 括
（
単

位
　

千
円

）

補
正

後
2
7
7
〔
2
,2

6
3
〕

４
．

　
給

　
与

　
費

　
明

　
細

　
書

区
　

分
職

員
数

（
人

）

給
　

　
　

　
　

　
　

　
与

　
　

　
　

　
　

　
　

費

共
 済

 費
合

　
　

計
備

　
　

考
報

　
酬

給
　

　
料

職
 員

 手
 当

計

補
正

前
2
7
7
〔
2
,2

6
3
〕

　
〔
　

〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

つ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を
要

す
る

職
を

占
め

る
職

員
の

一
週

間
当

た
り

の
通

常
の

勤
務

時
間

に
比

し
短

い
職

員
の

外
数

比
　

較

内
訳

補
正

前

退
職

手
当

職
員

手
当

の
補

正
後

区
　

分
通

勤
手

当
超

過
勤

務
手

当
特

殊
勤

務
手

当
期

末
手

当
勤

勉
手

当

比
　

較
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（
2
）
報

酬
、

給
料

及
び

職
員

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（
単

位
　

千
円

）

給
与

の
改

定
率

1
級

  
  

  
  

  
  

 8
.6

2
%

2
級

  
  

  
  

  
  

 4
.4

0
%

給
与

改
定

の
時

期
  

  
  

 令
和

6
年

4
月

1
日

給
与

の
改

定
率

1
級

  
  

  
  

  
  

 8
.6

2
%

2
級

  
  

  
  

  
  

 4
.4

0
%

給
与

改
定

の
時

期
  

  
  

 令
和

6
年

4
月

1
日

職
員

手
当

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

そ
の

他
の

増
減

分

・
期

末
手

当
支

給
月

数
の

引
き

上
げ

  
（
2
.4

5
月

か
ら

2
.5

月
　

＋
0
.0

5
月

）
・
勤

勉
手

当
支

給
月

数
の

引
き

上
げ

  
（
2
.0

5
月

か
ら

2
.1

月
　

＋
0
.0

5
月

）

給
料

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

3
級

  
  

  
  

  
  

 3
.0

9
%

そ
の

他
の

増
減

分

報
酬

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

3
級

  
  

  
  

  
  

 3
.0

9
%

そ
の

他
の

増
減

分

区
  

  
分

増
  

減
  

額
増

  
減

  
事

  
由

  
別

  
内

  
訳

説
　

  
　

明
備

　
  

　
考
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（
2
)　
繰
　
越
　
明
　
許
　
費

　
　
１
．
追
加
分

（
　
単
位
　
　
千
円
　
）

款
項

事
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
名

計
上
予
算
額

繰
越
予
算
額

総
務

費

企
画

費
万

博
連

携
事

業
経

費

総
務

管
理

費
水

利
権

等
補

償
経

費

庁
舎

等
施

設
整

備
事

業

自
治

会
等

活
動

推
進

経
費

エ
ネ

ル
ギ

ー
政

策
経

費

防
災

対
策

経
費

ス
ポ

ー
ツ

施
設

整
備

事
業

文
化

振
興

施
設

整
備

事
業

徴
税

費
賦

課
事

務
経

費

環
境

改
善

施
設

整
備

事
業

民
生

費
社

会
福

祉
費

児
童

福
祉

費
児

童
福

祉
施

設
整

備
事

業

認
定

こ
ど

も
園

施
設

整
備

事
業

出
産

・
子

育
て

応
援

経
費

保
健

衛
生

施
設

整
備

事
業

衛
生

費
保

健
衛

生
費

清
掃

施
設

整
備

事
業

清
掃

費
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道
路

橋
梁

維
持

補
修

経
費

街
路

灯
管

理
経

費

款
項

事
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
名

計
上
予
算
額

繰
越
予
算
額

農
林

水
産

業
費

農
林

費
人

・
農

地
問

題
解

決
推

進
経

費

土
地

基
盤

整
備

事
業

元
気

な
森

林
づ

く
り

経
費

針
テ

ラ
ス

運
営

管
理

経
費

観
光

施
設

整
備

事
業

観
光

費
観

光
費

道
路

橋
梁

新
設

改
良

事
業

土
木

費
道

路
橋

梁
費
定

期
点

検
経

費

河
川

費
河

川
堤

防
改

修
事

業

都
市

計
画

費
バ

リ
ア

フ
リ
ー

基
本

構
想

策
定

経
費

街
路

事
業

公
園

維
持

補
修

経
費

公
園

事
業

Ｊ
Ｒ
奈

良
駅

付
近

連
続

立
体

交
差

事
業

公
営

住
宅

整
備

事
業

住
宅

費
住

宅
管

理
経

費
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地
元

公
共

事
業

基
金

経
費

諸
支

出
金

地
元

公
共

事
業

基
金

中
学

校
費

中
学

校
施

設
整

備
事

業

社
会

教
育

費
指

定
文

化
財

補
助

経
費

小
学

校
費

施
設

保
守

管
理

経
費

消
防

施
設

整
備

事
業

消
防

費
消

防
費

中
高

一
貫

校
施

設
整

備
事

業

学
校

給
食

事
務

経
費

社
会

教
育

施
設

整
備

事
業

保
健

体
育

費

文
化

財
整

備
事

業

小
学

校
施

設
整

備
事

業

高
等

学
校

費
高

等
学

校
運

営
管

理
経

費

教
育

費
教

育
総

務
費

特
別

支
援

教
育

推
進

経
費
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（
３

）
 地

方
債

の
前

前
年

度
末

に
お

け
る

現
在

高
並

び
に

前
年

度
末

及
び

当
該

年
度

末
に

お
け

る
現

在
高

の
見

込
み

に
関

す
る

調
書

（
　

単
位

　
千

円
　

）

合
計

（
４

）
そ

の
他

（
１

）
土

木

１
．

普
通

債

補
　

　
　

　
　

　
　

　
正

　
　

　
　

　
　

　
　

前
補

　
　

　
　

　
　

　
　

正
　

　
　

　
　

　
　

　
後

区
分

当
該

年
度

中
増

減
見

込
み

当
該

年
度

中
増

減
見

込
み

 当
該

年
度

末
現

在
高

見
込

額
 当

該
年

度
末

現
在

高
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額
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＝ 93 ＝
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区
　
　
分

金
　
　
額

節
（

単
位

：
千

円
）

目
補
正
前
の
額

補
正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

第
２

款
繰

越
金

第
１

項
繰

越
金

２
．

歳
入

繰
越

金
－

繰
越

金
歳

計
剰

余
繰

越
金

計
－

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
金

特
別

会
計
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説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

（
単

位
：

千
円

）

節
目

補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
３

款
諸

収
入

第
１

項
雑

入

回
収

管
理

組
合

返
戻

金
元

利
金

返
戻

金
滞

納
繰

越
分

計

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
金

特
別

会
計
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説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
　
額

（
単

位
：

千
円

）

節
目

補
正
前
の
額

補
正
額

計

第
４

款
財

産
収

入
第

１
項

財
産

運
用

収
入

利
子
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奈良市議案第６号

	 令和６年度奈良市水道事業会計
	 補正予算（第１号）

（総則）

第１条　令和６年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の廃止は、「第１表　債務負担行為補正」による。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　債務負担行為補正

　１．廃止分

千円

事　　　　　　　　　　項 期　　　間 限 　　度　　額

大 渕 配 水 池
法 面 整 備 工 事

令和６年度から
令和７年度まで

56,100
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奈良市議案第７号

	 奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号
	 の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個
	 人情報の提供に関する条例の一部改正について

　奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のように改正しようと

する。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年奈良市条例第４２号

）の一部を次のように改正する。

別表第２の１４の項中「児童手当又は」の次に「子ども・子育て支援法等の一部を改正

する法律（令和６年法律第４７号）附則第１３条第１項の規定によりなお従前の例による

こととされる同法第１２条の規定による改正前の児童手当法附則第２条第１項の」を加え

る。

附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　児童手当法の一部改正に伴い、児童手当に係る支給要件のうち所得制限が撤廃されたこ

とにより一定所得以上の者に対する特例給付が廃止されたが、個人番号の利用に係る事務

において廃止前の特例給付の支給に関する情報を継続して使用する必要があるため、所要

の規定の整備を行おうとするものである。
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奈良市議案第８号

奈良市公共交通基本条例の制定について

　奈良市公共交通基本条例を次のように制定しようとする。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

奈良市公共交通基本条例

歴史と文化、豊かな自然に囲まれた奈良市において、鉄道や路線バスに代表される公共

交通は、市民の日常生活や社会生活の基盤として、地域社会や地域経済の発展を支えてき

た。

しかし、自家用自動車の普及や人口減少、少子高齢化が進み、それに加えて新しい働き

方の定着等による通勤需要の低下など、ライフスタイルの多様化により、本市においても

公共交通の利用者数は中長期的な減少傾向にあり、従来からの公共交通ネットワークの維

持が困難になりつつある。今後もバス路線の減便や廃止等の公共交通の利便性の低下が進

めば、公共交通の利用者はさらに減少し、公共交通の衰退が懸念される。

その一方で、自動車等を運転できない子ども、障害者、高齢者等が円滑に移動できる手

段を公共交通が担うことで、外出機会が増加し、それにより健康や福祉の増進、交流の創

出、地域社会や地域経済の活性化への貢献が期待できる。また、環境負荷の少ない移動手

段の重要性や道路空間を車中心から人中心へと改変するウォーカブルなまちづくりの重要

性が世界的に高まっていることから、公共交通に期待される役割は大変重要となっている

。

このような状況の中、公共交通を将来にわたり持続可能なものとするためには、公共交

通の利便性の向上を図るだけではなく、市民等による公共交通の積極的な利用が求められ

る。さらに、地域住民や関係機関等とともに、地域の特性や実情を踏まえた効率的で利便

性の高い持続可能な公共交通ネットワークを構築することが不可欠である。

よって、ここに、市、市民、事業者及び公共交通事業者が一体となって、公共交通の維

持及び充実並びに利用の促進に取り組み、将来にわたる持続可能な公共交通ネットワーク
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の維持及び構築に寄与するため、この条例を制定する。

（目的）

第１条　この条例は、公共交通の維持及び充実並びに利用の促進について基本理念を定め

、市、市民、事業者及び公共交通事業者の責務等を明らかにするとともに、公共交通の

維持及び充実並びに利用の促進に関する施策（以下「公共交通に関する施策」という。

）の基本となる事項を定めることにより、市、市民、事業者及び公共交通事業者が連携

し、及び協働し、公共交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進することで、持続可

能な公共交通ネットワークの維持及び構築に寄与することを目的とする。

　（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

⑴　公共交通　市民の日常生活若しくは社会生活における移動又は市を来訪する者の移

動のための交通手段として利用される交通機関であって、公共交通事業者等が本市の

区域内において運行するものをいう。

⑵　市民　市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。

⑶　事業者　市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。

⑷　公共交通事業者　事業者のうち、次に掲げる者をいう。

ア�　道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）に規定する一般乗合旅客自動車運送事

業者及び一般乗用旅客自動車運送事業者

イ�　鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）に規定する鉄道事業者（旅客の運送を行

うものに限る。）

　（基本理念）

第３条　公共交通の維持及び充実並びに利用の促進は、次に掲げる事項を基本として行わ

れなければならない。

⑴　将来にわたる持続可能な公共交通ネットワークを維持し、及び構築すること。

⑵　人口減少及び少子高齢社会への対応、健康及び福祉の増進、地域社会及び地域経済

の活性化等に資するという認識のもとに行われること。

⑶　市、市民、事業者及び公共交通事業者の相互の理解のもとに連携し、及び協働して

行われること。

　（市の責務）
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第４条　市は、前条に規定する事項（以下「基本理念」という。）にのっとり、公共交通

に関する施策を主体的かつ総合的に計画し、推進する責務を有する。

２　市は、前項の施策の計画又は推進に当たっては、市民、事業者、公共交通事業者その

他関係機関の理解を深め、その協力を得るよう努めなければならない。

３　市は、市民及び事業者に対し、公共交通の維持及び充実並びに利用の促進に関する意

識の啓発を行うよう努めなければならない。

４　市は、市民、事業者及び公共交通事業者が行う公共交通の維持及び充実並びに利用の

促進に関する取組に対し、必要な支援を行うよう努めなければならない。

　（市民の役割）

第５条　市民は、基本理念に対する理解を深め、市が実施する公共交通に関する施策の推

進に協力するよう努めなければならない。

２　市民は、公共交通を積極的に利用するよう努めなければならない。

　（事業者の役割）

第６条　事業者は、基本理念に対する理解を深め、市が実施する公共交通に関する施策の

推進に協力するよう努めなければならない。

２　事業者は、その従業員の通勤等において、公共交通の利用を促進するよう努めなけれ

ばならない。

　（公共交通事業者の役割）

第７条　公共交通事業者は、持続可能な公共交通ネットワークを提供するという社会的な

役割を認識した上で、基本理念にのっとり、市が実施する公共交通に関する施策の推進

に協力するよう努めなければならない。

２　公共交通事業者は、他の公共交通事業者と連携し、公共交通の利便性を向上させると

ともに、市民及び事業者に対し、公共交通の利用を促進するよう努めなければならない

。

３　公共交通事業者は、その運営する公共交通について、利用者の意見を聴き、その運営

に反映させるよう努めなければならない。

　（施策の推進）

第８条　市は、市民、事業者及び公共交通事業者との連携及び協働により、次に掲げる公

共交通に関する施策を推進するものとする。

⑴　効率的で利便性の高い公共交通ネットワークの構築及び交通手段間の連携に関する
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こと。

⑵　市民及び市を来訪する観光客等に対する公共交通の利用の促進に関すること。

⑶　安全かつ安心な公共交通環境の整備に関すること。

⑷　まちづくりと連携した公共交通に関する施策の推進に関すること。

⑸　公共交通による環境への負荷の低減に関すること。

　（計画の策定）

第９条　市は、前条に規定する公共交通に関する施策を総合的かつ計画的に実行するため

、公共交通に関する計画を策定するものとする。

　（委任）

第１０条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　公共交通の維持及び充実並びに利用の促進について基本理念を定め、市、市民、事業者

及び公共交通事業者の責務等を明らかにするとともに、公共交通に関する施策の基本とな

る事項を定めようとするものである。
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奈良市議案第９号

	 奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等
	 建築等規制条例の一部改正について

　奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例の一部を次のように改正しようとす

る。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例の一部を改正する条例

奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例（昭和５８年奈良市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。

第２条第２号を次のように改める。

⑵　ラブホテル　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第６項第４号に規定する営業を目的とする建築物をいう。

　第２条第３号中「（昭和２３年法律第１２２号）」を削る。

　第３条を次のように改める。

第３条　削除

第３条の２を削る。

第４条の見出しを「（ラブホテル建築禁止区域）」に改め、同条中「次の各号に」を「

次に」に改め、「又は区域」の次に「（第５条、第９条及び第１２条並びに附則第３項に

おいてこれらを「ラブホテル建築禁止区域」という。）」を加え、同条第４号を削り、同

条第５号中「別表第２及び別表第３」を「別表第１及び別表第２」に改め、同号を同条第

４号とし、同条の次に次の１条を加える。

　（ラブホテル建築規制区域）

第４条の２　なら・まほろば景観まちづくり条例（平成２年奈良市条例第１２号）第９条

第１項の規定により指定された奈良町都市景観形成地区（次条、第９条及び第１２条に

おいて「ラブホテル建築規制区域」という。）においては、ラブホテル（専ら営業の用
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に供する部分に限る。）を建築してはならない。ただし、その建築が周辺の良好な居住

環境等を害するおそれがないと市長が認めた場合は、この限りでない。

２　前項ただし書の規定の適用を受けようとする者は、あらかじめ市長の同意を得なけれ

ばならない。

３　前項の規定による同意の手続については、次条（第１項を除く。）の規定を準用する

。この場合において、同条第２項中「前項」とあるのは「第４条の２第２項」と、同条

第３項中「第１項」とあるのは「第４条の２第２項」と読み替えるものとする。

第５条第１項中「前条の禁止区域外」を「ラブホテル建築禁止区域及びラブホテル建築

規制区域以外」に改め、同条第２項中「審議会」を「奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等

建築等規制審議会（以下「審議会」という。）」に改める。

第６条の見出しを「（ぱちんこ屋等建築禁止区域）」に改め、同条中「次の各号に」を

「次に」に改め、「、地区」を削り、「又は区域」の次に「（第７条、第９条及び第１２

条並びに附則第５項においてこれらを「ぱちんこ屋等建築禁止区域」という。）」を加え

、同条中第２号及び第３号を削り、同条第４号中「別表第２」を「別表第１」に改め、同

号を同条第２号とし、同条の次に次の１条を加える。

　（ぱちんこ屋等建築規制区域）

第６条の２　市内の次に掲げる地区（次条、第９条及び第１２条並びに附則第５項におい

て「ぱちんこ屋等建築規制区域」という。）においては、ぱちんこ屋等（専ら営業の用

に供する部分に限る。）を建築してはならない。ただし、その建築が周辺の良好な居住

環境等を害するおそれがないと市長が認めた場合は、この限りでない。

⑴　都市計画法第８条第１項第７号に規定する風致地区

⑵　なら・まほろば景観まちづくり条例第９条第１項の規定により指定された奈良町都

市景観形成地区

２　前項ただし書の規定の適用を受けようとする者は、あらかじめ市長の同意を得なけれ

ばならない。

３　前項の規定による同意の手続については、次条（第１項を除く。）の規定を準用する

。この場合において、同条第２項中「前項」とあるのは「第６条の２第２項」と、同条

第３項中「第１項」とあるのは「第６条の２第２項」と読み替えるものとする。

第７条第１項中「前条の禁止区域外」を「ぱちんこ屋等建築禁止区域及びぱちんこ屋等

建築規制区域以外」に改める。
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第８条第１項中「第５条第１項の規定若しくは同条第３項の条件又は第７条第１項の規

定若しくは同条第３項の」を「第４条の２第２項の規定若しくは同条第３項において準用

する第５条第３項の規定により付けられた条件、同条第１項の規定若しくは同条第３項の

規定により付けられた条件、第６条の２第２項の規定若しくは同条第３項において準用す

る第７条第３項の規定により付けられた条件又は第７条第１項の規定若しくは同条第３項

の規定により付けられた」に改める。

第９条中「第４条及び第６条の禁止区域内」を「ラブホテル建築禁止区域内及びぱちん

こ屋等建築禁止区域内又は市長の同意を得ずにラブホテル建築規制区域内及びぱちんこ屋

等建築規制区域内」に改める。

第１０条第１項中「第３条の規定による届出のあつた建築物」を「市内の第２条第２号

及び第３号の建築物」に改める。

第１１条を削る。

第４章中第１２条を第１１条とする。

第１３条第１項中「５万円」を「３０万円」に改め、同条第２項を次のように改める。

２　第１０条第１項の規定による立入調査を正当な理由なく拒み、妨げ、又は忌避した者

は、１０万円以下の罰金に処する。

第１３条に次の１項を加える。

３　次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の罰金に処する。

⑴　第４条の２第２項、第５条第１項、第６条の２第２項及び第７条第１項の規定によ

る同意を得る手続に当たつて虚偽の申請をした者

⑵　第８条第１項の規定による勧告を受け、同条第２項の措置を講じなかつた者（ラブ

ホテル建築禁止区域及びラブホテル建築規制区域以外の地域において、第５条第１項

の規定に違反してラブホテルを建築した者又はぱちんこ屋等建築禁止区域及びぱちん

こ屋等建築規制区域以外の地域において、第７条第１項の規定に違反してぱちんこ屋

等を建築した者に限る。）

第５章中第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とする。

附則第２項中「旅館業を目的とする建築物（ラブホテルを除く。）の建築の届出をして

いる者及び」、「届出及び」及び「第３条及び」を削る。

附則第３項中「第４条の禁止区域内」を「ラブホテル建築禁止区域内」に、「同条」を

「第４条」に改める。

＝ 127 ＝



附則第４項の前の見出しを削り、同項に見出しとして「（ラブホテル建築禁止区域及び

ラブホテル建築規制区域の建築の特例）」を付し、同項中「第４条」の次に「及び第４条

の２」を加える。

附則第５項に見出しとして「（ぱちんこ屋等建築禁止区域及びぱちんこ屋等建築規制区

域の建築の特例）」を付し、同項各号列記以外の部分中「第６条」の次に「及び第６条の

２」を加え、同項第２号イア及びイ中「第６条の禁止区域」を「ぱちんこ屋等建築禁止区

域又はぱちんこ屋等建築規制区域」に改める。

別表第１を削り、別表第２を別表第１とし、別表第３を別表第２とする。

附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この条例の施行の際、現に建築されているラブホテル及びぱちんこ屋等については、

現状における建築物に限り、この条例による改正後の奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋

等建築等規制条例の規定は、適用しない。

　（提案理由）

ラブホテル又はぱちんこ屋等の建築について、その建築が周辺の良好な居住環境等を害

するおそれがないと市長が同意する場合は建築をすることができる規制区域を新たに設け

るとともに、条例の実効性を高めるために罰則規定を改正しようとするものである。
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奈良市議案第１０号

財産の取得について

　中学校運営管理事業として、次に掲げる物品を取得するものとする。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１．物 品 の 表 示

名　称 種　　　　　類 数　　量

教科書 教師用教科書（中学校） １，２９０冊

指導書 教師用指導書（中学校） １，２０１冊

２．契 約 金 額　　６２，０４５，５５０円

３．契約の相手方　　奈良県北葛城郡広陵町馬見北三丁目２番３１号

　　　　　　　　　　奈良県教科書株式会社

　　　　　　　　　　　代表取締役社長　藤㟢　雅人
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奈良市議案第１１号

損害賠償の額の決定について

　平成２９年１２月１５日付けで厚生労働大臣から認定通知された予防接種健康被害救済

制度にかかる障害年金を相手方に支給しているが、その後、同時に支給するべき介護加算

がなされていなかったことが判明し、遡及して介護加算を支給することについて、次のと

おり損害賠償の額を決定するものとする。

　　令和７年２月２８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　損害賠償の額　　１，１０６，１２６円
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